別表（第２条関係）
	補 助 事 業 名
	商店街整備事業費補助（商店街・小売市場共同施設建設費助成事業）

	補助事業の目的
	　商店街・小売市場等が実施する共同施設の建設・改修・撤去の取組に対して支援し、商店街・小売市場の賑わい創出や活性化、まち全体の魅力創出に資することを目的とする。

	補助事業の対象
となる者
	商店街・小売市場の団体（任意団体を含む）
※任意の商店街団体とは、下記のいずれも満たすものをいう。
　・構成員が原則として15人以上いること

　・会則または規則を有していること

	補助事業の対象
となる経費
	補助事業者が実施する事業費１，０００千円以上の次の共同施設の建設、改修、取得又は撤去に要する経費。ただし、土地の取得・造成費、消費税及び地方消費税は除く。
　アーチ、アーケード、街路灯、（多目的）トイレ、福利厚生
施設、研修教養施設、会館、集会室、駐輪駐車場、カラー
舗装、広場、小公園、休憩施設、緑化施設、利便施設、ス
トリートファニチャー、コミュニティ施設、防犯カメラシ
ステム、冷暖房設備、その他知事が認める施設。　　　　　
　県の補助金の交付を受けて整備した共同施設を撤去する場合
は、取得財産の処分制限期間を満了していること。

	補  助  率
	補助対象経費の１／６以内
（ただし、市町が補助する額の範囲内）

	補助金の額
	１補助事業者につき、４，０００千円を限度とし、知事が予算の範囲内で必要と認めた額。ただし、千円未満は切り捨てる。

	適用除外する条項
	　第２２条第２項

	その他事項
	　－


別に定める事項
	関  係  条  項
	内　　　　　　容

	第３条
	（添付書類）　　　事業計画書（別紙１）

	
	（指定期日）　　　別に定める日

	第７条第１項
	（軽微な経費配分の変更）
（１）補助事業に要する経費の変更のうち、補助対象経費以外の変更

（２）補助対象経費の変更で、補助金額に増額が生じないもの

	
	（軽微な事業内容の変更）
　補助事業の目的、効果に影響を及ぼさない範囲で補助事業の細部
　の変更をする場合。

	
	（添付書類）
　補助事業変更計画書（補助事業計画書に準ずる）

	
	（指定期日）
　変更のあった日から２週間以内

	第９条第１項
	（報告事項等）
　補助事業実施状況報告書（別紙２）

	
	（指定期日）
　別途通知に定める日

	第１１条
	（添付書類）
　補助事業実績報告書（別紙３）

	
	（指定期日）
　事業完了後30日以内又は会計年度終了後10日以内のいずれ
　か早い日

	第１９条第１項
	（処分制限期間）　
　補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期
　間（昭和53年８月５日通商産業省告示第360号）の例による


別紙１　商店街・小売市場共同施設建設費助成
商店街等名（　　　　　　　　　　　　）
担当者名　（　　　　　　　　　　　　）
	事 業 計 画 書

	１．補助金を受けて整備（建設・改修・撤去）しようとする施設

	２．整備の必要性

	３．整備場所（市区町村番地を記入し、その場所を示す図面を添付のこと）

	４．契約（予定）年月日
　　　　　年　　　　月　　　　日


５．添付書類
　(1) 団体の概要
　    ア 設立年月日　イ 構成員数　ウ 構成員の業種　エ 事務局（住所、連絡先、担当者名等）　
(2) 事業実施に係る総会または理事会の議事録（写）
(3) 組合員の名簿
(4) 定款またはこれに準ずる規約、会則等
(5) 補助対象施設の見積書（原則として2者以上の見積もりを取ること）（写）、仕様書（カタログ）、その図面及び配置図
(6) 施設設置前（工事前）の写真
(7) 補助金を受けて整備する施設が防犯カメラシステムの場合に上記書類に加えて必要な書類
　　　ア　次の事項を盛り込んだ運営管理規約
（1） 管理責任者、構成員等の守秘義務に関すること。
（2） 画像の保存、消去及び加工の禁止に関すること。
（3） 画像の第三者への提供禁止に関すること。
（4） 正当な理由があって第三者に提供する場合に関すること。
（5） 本人への画像の開示に関すること。
（6） 防犯カメラの設置等に関すること。
イ　一般住居等が混在する商店街等においては、防犯カメラの設置や監視範囲等に関し、事前に了解を得たことを証する書類
　(8)新たな共同施設を設置する場合は団体の財務状況確認のため直近３年分の決算書
(9)共同施設を撤去する場合は、次の書類
　　ア　３期分の決算書
　　イ　減価償却明細書
　　ウ　新たな共同施設の建設時期、撤去後の活動予定や撤去による効果を示す書類
(10)市町が補助することを証する書類
(11)その他参考となる資料 

別紙2　全事業共通
商店街等名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

担当者名　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
補助事業実施状況報告書
１　事情実施状況

　　

　　※「補助金交付申請書」中の計画について、その実施状況並びに今後の予定等について、

　　　簡潔に記載してください。
別紙3　全事業共通
商店街等名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

担当者名　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	事業実績報告書

	1． 補助金を受けて整備（建設・改修・撤去）した施設
　
　　


	2． 補助金交付決定額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　

	3． 整備場所（市区町村番地を記入し、その場所を示す図面を添付のこと）
　　
　　


	4． 契約年月日
　　　　　　　年　　月　　日


	５．工事期間
　　　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日
　


６．添付書類
　(1) 補助対象となった施設に関する契約書、請書など契約内容を示す書類（内容内訳含む）（写）
　(2) 精算設計書又はこれに類する書類（当初の内容と相違ない場合は省略可能）（写）
(3) 補助対象工事の請求書
(4) 振込依頼書（金融機関の受付印が押してあるもの）（写）
　　（工事費の支払いは、必ず銀行振込で行ってください。現金手渡しは不可です）
　(5) 施設設置（撤去）後の写真
　(6) 施設設置（撤去）後の配置図（竣工図面）
　(7) その他参考となる資料
